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在セネガル日本国大使館月報 

２０２６年４月 

主な出来事 

セネガル 

（内政） 

- １１日、選挙法改正案が国民議会に提出された。被選挙権喪失事由の解釈を縮小し、刑の

執行後の除外期間を最長５年に制限するもの。 

- ２７日、大統領府が憲法改正草案、憲法裁判所に関する法案、選挙法案、政党に関する法

案の４つの草案を発表。 

- ２８日、国民議会にて選挙法改正案が可決された。 

（外政） 

- ８日、外務省が米国とイランの停戦合意を歓迎する声明を発出。 

- ２０日から２１日にかけて、第１０回アフリカの平和と安全に関するダカール国際フォーラムが

開催された。 

（経済） 

- ＩＭＦが発表したセネガル経済成長見通しによれば、２０２６年の実質ＧＤＰ成長率は３．０％

から２．２％に引き下げられた（２０２７年は同２．３％）。また、２０２６年の経常収支はＧＤＰ比

５．４％から６．２％に悪化の見通し。 

カーボベルデ 

- ７日、国民議会選挙（５月１７日予定）に向けて全政党が候補者名簿を裁判所に提出。 

- ２８日、選挙管理委員会が国民議会選挙の全候補者名簿を公表。 

- ３０日、国民議会選挙に向け選挙活動が開始。 

ガンビア 

- ８日、選挙管理委員会（ＩＥＣ）は２０２６年補足有権者登録を開始。未登録者や１２月５日まで

に１８歳となる有権者が対象。登録期間は５月２１日まで継続。 

- ２８日、警察本部はＥＵやＥＣＯＷＡＳの支援の下、犯罪者の迅速な特定を可能にする自動

指紋識別システムを正式導入。 

ギニアビサウ 

- ９日、ンタ暫定大統領がバルデ新資源大臣を任命。 

- ２２日、治安部隊はディアス元大統領候補の自宅警備を解除。 

- ２３日、テ暫定首相がギニア・コナクリ訪問時、１２月６日選挙実施への強い意志と選挙準備

の進捗を国際社会に表明。 

 

 

セネガル 

（出典は Le Soleil 紙、RFI、大統領府 HP、セネガル外務省 HP、APS、Jeune Afrique、ロイター、Sika 

Finance。） 
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（内政） 

内政一般 

- ７日、大統領夫人による「セネガル連帯基金」が正式に開始。 

- １１日、選挙法改正案が国民議会に提出された。被選挙権喪失事由の解釈を縮小し、刑の執行後の

除外期間を最長５年に制限するもの。 

- １６日、政府と教職員組合が合意書を取り交わし、長期間続いていた教育現場でのストライキが終結。 

- １７日、ＰＤＳ（セネガル民主党）代表団はワッド元大統領の生誕１００周年記念行事の準備の一環とし

てファイ大統領を表敬訪問した。 

- ２０日、サル前大統領が２０２１年から２０２４年にかけての暴動や恩赦について発言。 

- ２３日から２５日にかけて、ファイ大統領はコルダ地方にて経済視察を行った。 

- ２７日、大統領府が憲法改正草案、憲法裁判所に関する法案、選挙法案、政党に関する法案の４つの

草案を発表。 

- ２８日、国民議会にて選挙法改正案が可決された。 

（外政） 

二国間・多国間関係  

- ８日、外務省が米国とイランの停戦合意を歓迎する声明を発出。 

- ９日、ソンコ首相がトランプ米国大統領を批判する演説を行った。 

- ９日、ンジャイ国民議会議長がＡＰＦ（フランコフォニー議会）の第一副議長に選出された。 

- １１日、ニャン外相はリビアで開催されたサヘル・サハラ諸国共同体（ＣＥＮ－ＳＡＤ）の式典に出席。ま

た、リビアの首相および外相と会談。 

- １２日、ニャン外相はフランスを公式訪問し、ユネスコ事務局長および欧州・外務大臣と会談。 

- １６日から１８日にかけて、大使・総領事総会が開催された。 

- ２０日から２１日にかけて、第１０回アフリカの平和と安全に関するダカール国際フォーラムが開催され

た。 

- ２５日、マリ情勢を受け、ファイ大統領と外務省は公式声明を発出。 

（経済） 

経済一般 

- ＩＭＦが発表したセネガル経済成長見通しによれば、２０２６年の実質ＧＤＰ成長率は３．０％から２．２％

に引き下げられた（２０２７年は同２．３％）。また、２０２６年の経常収支はＧＤＰ比５．４％から６．２％に

悪化の見通し。 

- ２２日、天然ガス鉱区「ヤカール・テランガ」の開発に関し、オペレーターを務めていたコスモス・エナジ

ー社が撤退。 

(社会） 

- ４日、独立６６周年記念日のパレードがティエスで開催され、ガボンのオリギ・ンゲマ大統領が出席。 

- セネガル国家統計局が２０２５年末時点の人口動態を発表した。推定人口は１９００万人に達し、２０２

３年と比較して約９５万人増加。 

（文化・スポーツ） 
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- ８日、ファイ大統領はモツェペアフリカサッカー連盟会長とアフリカネイションズカップについて議論した。 

- １０日、ジンバブエで開催されたサッカーのアフリカ学校選手権で、セネガル U－１５代表が優勝。 

 

カーボベルデ 

（出典は Balai、O Democrata、Expresso das ilhas、カーボベルデ政府、A Naçao、Voz do archipelago。） 

- １日から３日、サントシュ海洋大臣がモロッコ・マラケシュで開催された国際港湾・関連産業展示会（ＳＩ

ＰＯＲＴＳ２０２６）に出席。 

- ８日、カーボベルデとセネガルの企業代表団がプライアで会談し、経済協力強化について協議。 

- ８日から９日、ド・リブラメント・アルヴェシュ・デ・ブリト外務・協力・地域統合大臣らカーボベルデ代表団

がブラジルで開催された第９回南大西洋平和協力地帯（ＺＯＰＡＣＡＳ）閣僚会合に出席。 

- ７日、国民議会選挙（５月１７日予定）に向けて全政党が候補者名簿を裁判所に提出。 

- １３日、アフリカ５０か国超の航空当局代表がプライアで航空輸送規制の調和を議題とするワークショ

ップに参加。 

- １３日から１４日、メネゼシュ・ブラジル文化大臣がカーボベルデを公式訪問し、文化・創造産業分野で

の二国間協力覚書に署名。 

- １４日から１６日、サ・ノゲイラ観光・交通大臣がモロッコで開催されたグローバル実施支援シンポジウ

ム（ＧＩＳＳ２０２６）に出席。 

- １７日から１９日、ネーヴェシュ大統領は、バルセロナで開催された第４回「民主主義のためのサミット」

に出席。 

- １９日から２６日、ネーヴェシュ大統領はポルトガルを訪問。２４日はセグーロ・ポルトガル大統領と会談。 

- ２７日、ＥＣＯＷＡＳ委員会がプライアで「ビジョン２０５０」と早期警戒システム強化をテーマとする説明

会を開催。 

- ２８日、選挙管理委員会が国民議会選挙の全候補者名簿を公表。 

- ２９日、ブラヴァ島でマグニチュード４．１の地震が発生。 

- ３０日、国民議会選挙に向け選挙活動が開始。 

 

ガンビア 

（出典は The Point。） 

- ３日、在イラン・ガンビア人１０人が政府・ＩＯＭ等の協力により帰国。 

- ８日、ガンビアとアゼルバイジャンの間で初となる政治協議が行われた。 

- ８日、選挙管理委員会（ＩＥＣ）は２０２６年補足有権者登録を開始。未登録者や１２月５日までに１８歳と

なる有権者が対象。登録期間は５月２１日まで継続。 

- ８日、ジャロウ法務大臣は英国人弁護士ハケット氏を旧ジャメ政権下の人道犯罪捜査・訴追の特別検

察官に任命したと発表。 

- １８日及び２５日、野党・市民社会団体・政治運動が連立交渉会合を開催。 

- ２２日、情報省はメディア規制法案からジャーナリスト登録義務規定を削除することを正式に発表。 

- ２４日、選挙管理委員会（ＩＥＣ）は２０２６年補足有権者登録で２，０００件超の二重登録が判明したと警
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告。 

- ２５日、政府とＥＣＯＷＡＳはバンジュールで偽情報・誤情報対策の体制強化を目的とした西アフリカ初

の国家情報操作対応センターを開設。 

- ２８日、警察本部はＥＵやＥＣＯＷＡＳの支援の下、犯罪者の迅速な特定を可能にする自動指紋識別シ

ステムを正式導入。 

- ２９日、政府は国際移住レビュー会議（ＩＭＲＦ２０２６）への準備の一環として、第２回「安全・秩序・正規

移民に関するグローバル・コンパクト」進捗報告書を発表。 

 

ギニアビサウ 

（出典はギニアビサウ外務省、ＥＣＯＷＡＳ、Jeune Afrique、Radio Capital FM、O Democrataほか。） 

- ２日、国連人権高等弁務官事務所は、革命的市民運動「ポ・ディ・テラ」の指導者バランタ氏の殺害を

受け、迅速かつ独立した捜査と責任追及を求めた。 

- ３日、ギニアビサウ政府は燃料価格の引き上げを実施し、ガソリン・軽油等の新価格を設定、路上販売

の禁止や輸入許可制など供給安定化策も導入。 

- ６日、市民運動「ポ・ディ・テラ」は、バランタ指導者の殺害を政治的処刑と断定し、証拠収集と責任追

及を続ける姿勢を表明。 

- ９日、ンタ暫定大統領がバルデ新資源大臣を任命。 

- １１日、ジャウ国際協力担当国務長官がリビアでサヘル・サハラ諸国共同体（ＣＥＮ－ＳＡＤ）本部再開

式典に出席し、地域協力・安定・持続的発展へのコミットメントを表明 

- １３日、軍事上級裁判所は２０２２年２月１日クーデター未遂事件について、チュトゥ元海軍少将を証拠

不十分で無罪とした。 

- １８日、ヴィエイラ外相がトルコ・アンタルヤ外交フォーラムに出席。 

- ２２日、治安部隊はディアス元大統領候補の自宅警備を解除。 

- ２３日、テ暫定首相がギニア・コナクリ訪問時、１２月６日選挙実施への強い意志と選挙準備の進捗を

国際社会に表明。 

- ２５日、リスボンでギニアビサウ市民が独裁・人権侵害に抗議するデモを実施し、政治犯釈放を要求。 

- ２９日、ギニアビサウとベネズエラはエネルギー・農業・商業・技術分野の協力協定を更新し、両国関

係の強化を推進。 

（注）本月報は、セネガル、カーボベルデ、ガンビア、ギニアビサウの「報道」を当館限りでまとめたもの。 

 （了） 


